
令和7年分確定申告の所得金額・申告納税額ともに増加 

国税庁は令和8年5月29日、ホームページで「令和７年分の所得税等、消費税及び贈与税

の確定申告状況等について（報道発表資料）」を公表しました。 

所得税等の確定申告書の申告人員は2,353万人（対前年比＋0.6％）となり、平成28年分

以降は緩やかな増加傾向で推移しています。そのうち申告納税額がある方は628万人（同＋

21.3％）で、その所得金額は54兆9,617億円（同＋7.4％）、申告納税額は4兆6,897億円

（同＋6.6％）となり、いずれも前年を上回りました。 

所得者区分別に見ますと、事業所得者の納税人員は154万人（同＋30.6％）、所得金額は

9兆729億円（同＋21.6％）、申告納税額は9,298億円（同+24.4％）でした。給与所得者

など事業所得者以外については、納税人員473万人（同＋18.5％）、所得金額45兆8,887

億円（同＋5.0％）、申告納税額3兆7,598億円（同+3.0％）となり、いずれも増加しました。 

譲渡所得については、土地等の譲渡所得の申告人員は60万人（同＋4.1％）、所得金額は6

兆9,394億円（同＋6.8％）と増加しました。一方、株式等の譲渡所得は申告人員は115万人

（同▲2.5％）、所得金額は6兆8,603億円（同▲15.2％）と減少しました。  

電子申告（e-Tax）の利用による所得税等の確定申告書の申告人員は、1,814万人（同＋

4.8％）で、申告人員全体の77.1％を占めました。自宅からe-Taxで申告した方は949万人

（同＋15.1％）と増加し、このうち497万人がスマートフォンを利用しており、身近なデバイス

を利用した申告が拡大しています。  

個人事業者の消費税については、申告件数が217万件（同＋2.2％）、申告納税額は

8,416億円（同＋5.1％）でした。また、贈与税の申告人員は47万人（同▲1.2％）と減少した

一方で、申告納税額は5,038億円（同＋28.0％）と増加しました。 

「令和７年分の所得税等、消費税及び贈与税の確定申告状況等について（国税庁）」（令和8年5月）は、 

こちらからご覧いただけます。 

https://www.nta.go.jp/information/release/pdf/0026005-037.pdf
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